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Ｙ１会社、Ｙ２
[事実の概要]

Ｘ会社（原告・反訴被告）は、損害保険を業とする株式会社である。
Ｙ１会社（被告・反訴原告）は、衣料品の製造、販売を業とする株式会社である。Ｙ２（被告・反訴原告）は、Ｙ１会社の代表者であるＡの母親であり、従来、Ｙ１会社の事務所兼作業場として利用している建物（以下、「本件建物」という。）の所有者である。
平成１２年３月１７日、Ｙ１会社は、Ｘ会社との間で、本件建物及び本件建物に収容されている什器備品について、火災保険契約を継続更新するとともに、同年５月９日、本件建物内に収容されている商品を保険の目的に追加する内容の契約を締結し、各保険料を支払った（以下、これらを併せて「本件火災保険契約」という。）。　　　
本件火災保険契約の内容は以下である。　　
　保険金額　　　　　　本件建物　５０００万円 
　　　　　　　　　　　什器備品　１０００万円 
　　　　　　　　　　　商品　　　５０００万円 
　保険期間　　　　　　平成１２年３月１７日から同１３年３月１７日まで 
　保険の目的の所有者　本件建物　Ｙ２
　　　　　　　　　　　什器備品　Ｙ１会社 
　　　　　　　　　　　商品　　　Ｙ１会社 
平成１２年１２月２４日午後０時１２分ころ、本件建物１階において火災が発生し（以下「本件火災」という。）、１階の８０ｍ2が焼損した。
本件火災の後、Ｙ１会社は、Ｘ会社に対し、本件火災により蒙った損害（Ｙ１会社が蒙った商品及び什器備品に関する損害７５８０万４７７６円及びＹ２が蒙った本件建物に関する損害５６００万００００円）を申告した。 
本件火災保険契約の普通保険約款（以下「約款」という。）２条１項１号は、保険契約者、被保険者又はこれらの者の法定代理人（保険契約者又は被保険者が法人であるときは、その理事、取締役又は法人の業務を執行するその他の機関）の故意又は重過失によって生じた損害に対しては、保険金を支払わない旨を、約款２６条１項及び４項は、保険者又は被保険者は、保険の目的について損害が生じたことを知ったときは、これをＸ会社に遅滞なく通知し、かつ、損害見積書にＸ会社の要求する書類を添えて、損害の発生を通知した日から３０日以内にＸ会社に提出する義務を負い、正当な理由がないのに知っている事実を表示せず又は不実の表示をしたときは、保険金を支払わない旨を規定している。
Ｘ会社はＹ１会社及びＹ２に対して、本件火災について、本件火災保険契約に基づき、Ｘ会社がＹ１会社及びＹ２に対して支払うべき債務は存在しないことを確認を求め、訴えを提起した。

Ｙ１会社及びＹ２は、Ｘ会社に対し、保険金の支払を求め、反訴を提起した。
本件の争点は以下である。

1． 本件火災がＹ１会社代表者の故意又は重過失によって発生したものと認められるか。
2． Ｙ１会社が損害の不実申告をしたものと認められるか。

3． 損害額（主にＹ１会社の商品に関する損害額）はいくらか

[判旨]
本訴・反訴一部認容。

以下、判示を引用する。

争点１について
「本件火災保険契約においては、約款上、「火災」によって保険の目的について生じた損害に対して、保険金を支払う旨規定されており・・・、これに対して、保険契約者、被保険者等の故意若しくは重大な過失等によって生じた損害に対しては保険金を支払わない旨規定されている・・・。 
　このような約款の規定の仕方からすれば、被保険者であるＹ１会社及びＹ２としては、請求原因事実として、単に、本件火災が発生し、それによって保険目的物に損害が生じたという客観的事実さえ主張立証すれば足り、これに対して、保険者であるＸ会社は、抗弁として、本件火災がＹ１会社、Ｙ２又はその関係者の故意若しくは重大な過失等によって生じたことを主張立証すべき責任を負い、その立証に成功してはじめて、Ｙ１会社及びＹ２に対する保険金の支払を免れるものと解するのが相当である。」

「以上の認定事実を前提に・・・本件火災がＹ１会社代表者の故意によるものとまで推認することはできないものというべきである。」 
「Ｘ会社は、・・・Ｙ１会社代表者は、積み上げられたダンボール箱が崩れ落ちる危険があることを認識していながら、漫然と、石油ストーブを燃焼させたまま本件建物を無人の状態に放置して、約１０分間にわたって外出したものであることからすれば、本件火災の発生につき、Ｙ１会社代表者に重過失が認められることは明らかであると主張する。 
・・・が、・・・諸事情に鑑みれば、本件ストーブを燃焼させたまま外出したことにつき、Ｙ１会社代表者に重過失があるとまでは認められないものといわざるを得ない。」 

争点２について

「Ｘ会社は、Ｙ１会社が、本件建物に不良品が保管されていたにすぎないにもかかわらず、価値のある商品が罹災した旨の申告をし、しかも各商品の価格について水増しして申告していることが、損害の不実申告（約款２６条１項及び４項）に当たるとして、保険金の支払の免責を主張し」ている。 
「約款２６条１項及び４項が、保険金支払の免責という極めて重大な効果を規定していること・・・、保険金を請求する者が、自らの所有に係る罹災物件につき少しでも高値で見積もろうとすること自体は、一般的な人間の心情として全く理解し得ないわけではないことなどに鑑みれば、同規定は限定的に解釈すべきであり、同条項が規定する「不実の表示をした」とは、単に提出書類に虚偽記載があり、被保険者がそのことを認識していたというだけでは足りず、より積極的に、申告者に保険金を詐取しようとする積極的意図が存在するなど、保険契約における信義誠実の原則からして許容されないような態様のものに限られると解すべきである。」
「しかるに、本件においては、罹災して焼け残った商品の大半につき不良返品票が貼付されていたこと・・・が認められるものの、他方において、不良返品票が貼付されていたとはいえ、ダンボール箱に収納された大量の商品が現実に存在しており、これらの商品すべてが売却しうる可能性が全くない無価値物であるとは即断できないこと、火災により燃え尽きて炭化した商品やダンボール箱にも、同様に不良返品票等が貼付されていたかは不明であること、Ｙ１会社がことさら証拠等をねつ造したような事情が認められないこと、その他本件訴訟に現れた一切の事情を考慮すれば、いまだ、本件において、Ｙ１会社がなした損害の申告・・・が、保険金を詐取しようとする積極的意図のもとに行われた、保険契約における信義誠実の原則からして許容されないような態様のものであったとまで認めることはできない。 
以上より、Ｙ１会社がなした損害の申告・・・は、「不実の表示」に当たるとまでは認めがたい。」 
争点３について 
「罹災した商品が、すべて無価値の不良品であったとまで推認することはできず、Ｙ１会社に何らかの損害が発生したことは認められるところ、本件のように、火災により動産が焼失した場合の損害額の算定については、損害の性質上その額を立証することが極めて困難であるといえるから、民事訴訟法２４８条に従い、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき相当な損害額を認定するよりほかない。 
しかるに、委託保管在庫はＹ１会社の所有物ではなく、Ｙ１会社に被保険利益が存しないこと、罹災して焼け残った商品の約８割に不良返品票が貼付されていた・・・ことなどの諸事情に鑑みれば、Ｙ１会社が主張する損害額である５５０５万７１４５円から、委託保管在庫の損害としてＹ１会社が主張する１１１６万７７０５円を控除した４３８８万９４４０円の約２割相当額である８８０万円をもって、罹災した商品についてのＹ１会社の損害額と認めるのが相当である。」 
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